
平成29年度予算額 平成28年度予算額 対平成28年度比

Ⅰ　事業活動収支の部
下記（１）の預託台数に下記（２）の平均単価及び下記（３）の装備率を乗じて算出

１．事業活動収入
（１）預託台数

①　預託金預り収入 平成29年度予算(A) 平成28年度予算(B) (A)/(B)
新車購入時預託 505万台 512万台 99%

再資源化等預託金預り収入 52,729,836,000 53,122,880,000 99% 引取時預託 5万台 6万台 86%
（＝期間中に自動車所有者が預託する 合計 510万台 518万台 98%
再資源化等預託金の合計額） ※1　引取時預託には後付預託台数を含む（後付預託台数：平成29年度予算(A)1.92万台　 　　※1　平成28年度実績（ただし、軽自動車の燃費データ不正問題が新車販売台数に影響を与えた4月～6月

       平成28年度予算(B)2.4万台　(A)/(B)80%）              は除く）を基に登録車と軽自動車の比率を算出し、登録車と軽自動車の台数を設定
※2　平成29年度想定台数の算出方法については、資料3-3別紙2を参照 　　※2　（一社）日本自動車工業会が平成29年度の新車販売想定台数を公表したら、確認を行う予定

○平成29年度予算の新車購入時預託の台数は、平成28年度の実績見込み（ただし、軽自動車の燃費データ不正問題が新車販売台数に影響を与えた4月～6月は補正）を基に設定
○平成29年度予算の引取時預託の台数は、平成28年度の実績見込みを基に、減少傾向を考慮して設定

（２）平均単価（合計はエアバッグ類・フロン類が装備されたもの）
平成29年度予算 平成28年度予算

新車時預託 引取時預託
合計
（Ａ）

新車時預託 引取時預託
合計
(B)

ＡＳＲ 6,510円 5,790円 6,500円 6,400円 5,670円 6,400円 102%
エアバッグ類 2,080円 2,360円 2,080円 2,090円 2,330円 2,090円 100%
フロン類 1,810円 2,120円 1,810円 1,840円 2,130円 1,840円 98%
合計 10,400円 10,270円 10,390円 10,330円 10,130円 10,330円 101%

○平成29年度予算の平均単価は平成28年度預託実績を基に設定

（参考）平成28年4月から平成28年12月までの平均単価実績

新車時預託 引取時預託 合計

ＡＳＲ 6,510円 5,790円 6,500円
エアバッグ類 2,080円 2,360円 2,080円
フロン類 1,810円 2,120円 1,810円
合計 10,400円 10,270円 10,390円

（３）装備率
平成29年度予算 平成28年度予算

新車時預託 引取時預託 合計 新車時預託 引取時預託 合計

エアバッグ類 99% 38% 99% 99% 34% 99%
フロン類 99% 33% 99% 99% 30% 99%

○平成29年度予算の装備率は平成28年度預託実績を基に設定

（参考）平成28年4月から平成28年12月までの装備率実績

新車時預託 引取時預託 合計

エアバッグ類 99% 38% 99%
フロン類 99% 33% 99%

情報管理預託金預り収入 660,322,000 669,812,000 99% （１）預託台数

（＝期間中に自動車所有者が預託する 平成29年度予算(A) 平成28年度予算(B) (A)/(B)
情報管理預託金の合計額） 新車購入時預託 505万台 512万台 99%

引取時預託 5万台 6万台 86%
合計 510万台 518万台 98%

（２）情報管理預託金1台当たり（主務大臣が認可したもの）
130円

預託金預り収入計 53,390,158,000 53,792,692,000 99% 平成29年度予算：新車購入時・引取時別の預託金預り収入の内訳

新車購入時預託 53,128,010千円

引取時預託 262,148千円

合計 53,390,158千円

②　特定資産運用収入 平成29年度の年間保有債券平均残高及び年間利率を下記のとおり想定して算出

再資源化預託金等特定資産運用収入 9,260,750,000 9,489,111,000 98% 平成29年度予算(A) 平成28年度予算(B) (A)/(B)
（＝期間中に再資源化預託金等の運用 想定年間保有債券平均残高 8,995億円 9,047億円 99%
で得られる収入の合計額） 想定年間利率 1.03% 1.05%

○平成29年度予算の想定年間保有債券平均残高は、平成28年度末における保有債券の額面の残高を8,957億円、平成29年度債券満期償還額を893億円、平成29年度新規債券取得額を895億円、
　 平成29年度末における保有債券の額面の残高を8,959億円と想定して算出
○平成29年度予算の想定年間利率は、平成28年度以前取得債券の利率を1.01%、平成29年度新規取得債券の利率を1.47%と想定して算出

平成29年度　再資源化預託金等特別会計収支予算書（案）の説明書

収支予算書上の科目 内容説明

（Ａ）/（B）

資料3-3

平成29年2月24日

資金管理センター

登録車 77万台 83万台 73万台 100万台 333万台

軽自動車 40万台 43万台 38万台 52万台 172万台
505万台

平成29年度想定
新車購入時預託

1Q 2Q 3Q 4Q 合計

116万台 126万台 111万台 152万台
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平成29年度予算額 平成28年度予算額 対平成28年度比

２．事業活動支出
引取業者引取台数の想定

①　預託金払渡支出 平成29年度予算(A) 平成28年度予算(B) (A)/(B)
引取業者引取台数 305万台 330万台 92%
※ 平成29年度想定台数の算出方法については、資料3-3別紙2を参照
○平成29年度予算における引取業者引取台数は、平成28年度の実績見込みを基に設定

再資源化等預託金払渡支出 29,499,000,000 31,347,480,000 94% 下記（１）の払渡台数に下記（２）の平均単価を乗じて算出
（＝期間中に自動車製造業者等から払
渡請求される再資源化等預託金の合計 （１）払渡台数 引取業者引取台数におけるエアバッグ類・フロン類の装備率
額） 平成29年度予算(A) 平成28年度予算(B) (A)/(B)

ＡＳＲ 298万台 320万台 93%
エアバッグ類 245万台 254万台 97% エアバッグ類 80% 78% 77%
フロン類 267万台 287万台 93% フロン類 88% 88% 88%

○平成29年度の引取業者引取台数の想定を基に、廃車ガラ輸出等及びエアバッグ類・フロン類の装備率を考慮して想定 

（２）平均単価
平成29年度予算(A) 平成28年度予算(B) (A)/(B) （参考）平成28年 4月から平成28年12月までの平均単価実績

ＡＳＲ 6,110円 6,120円 100% ＡＳＲ 6,110円
エアバッグ類 2,330円 2,300円 101% エアバッグ類 2,330円
フロン類 2,080円 2,080円 100% フロン類 2,080円

○平成29年度予算の平均単価は平成28年度払渡実績を基に設定

（３）平成29年度予算：品目別の再資源化等預託金払渡支出の内訳

ＡＳＲ 18,232,240千円
エアバッグ類 5,713,160千円
フロン類 5,553,600千円
合計 29,499,000千円

情報管理預託金払渡支出 499,430,000 578,400,000 86% 下記（１）の払渡台数に下記（２）の単価を乗じて算出
（＝期間中に情報管理センターから払渡
請求される情報管理預託金の合計額） （１）払渡台数

平成29年度予算(A) 平成28年度予算(B) (A)/(B)
払渡台数 306万台 327万台 94%
○引取業者引取から払渡までに要する期間（1ヶ月）を考慮して設定

（２）情報管理預託金1台当たり単価（主務大臣が認可したもの）

払渡台数 払渡台数比率 払渡台数 払渡台数比率 払渡台数 払渡台数比率
130円 205万台 67% 174万台 53% 203万台 64%
230円 102万台 33% 153万台 47% 113万台 36%

（参考）平成28年4月から平成28年12月までの払渡台数比率実績
単価 払渡台数 払渡台数比率

130円 121万台 51%
230円 115万台 49%

未払再資源化預託金等利息支払支出 4,021,937,000 3,964,166,000 101% 上記ＡＳＲ・エアバッグ類・フロン類・情報管理預託金の払渡平均単価に預託年度に応じた下記利率を乗じて算出 （平成28年度以前に預託された自動車の預託金払渡について利息が付される）
（＝期間中に自動車製造業者等から払渡
請求される再資源化預託金等に付する利 平成16年度利率 0.004% （参考）平成29年度予算の内訳
息の合計額） 平成17年度利率 0.380% 再資源化等預託金払渡支出に付す利息支払支出 3,956,028千円

平成18年度利率 0.835% 情報管理預託金払渡支出に付す利息支払支出 65,909千円
平成19年度利率 1.132% 合計 4,021,937千円
平成20年度利率 1.248%
平成21年度利率 1.304%
平成22年度利率 1.344%
平成23年度利率 1.330%
平成24年度利率 1.299%
平成25年度利率 1.236%
平成26年度利率 1.163%
平成27年度利率 1.062%
平成28年度想定利率 0.897%
○平成28年度想定利率

平成28年度に再資源化預託金等を運用して得た運用利益金（想定額：83億円）を平成28年度末における再資源化預託金等の総額及び運用利益金の残高（想定額：9,244億円）
で除して得た率

預託金払渡支出計 34,020,367,000 35,890,046,000 95%

平成29年度予算 平成28年度予算
平成28年度

4月～12月実績

収支予算書上の科目 内容説明

平成17年度以前及び平成24年度以降預託自動車の払渡し

平成17年度以前及び平成24年度以降の預託自動車の払渡し
平成18年度から平成23年度の預託自動車の払渡し

平成18年度から平成23年度預託自動車の払渡し

平成28年度予算 平成27年度実績
単価

平成29年度予算
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平成29年度予算額 平成28年度予算額 対平成28年度比

②　預託金輸出返還支出

再資源化預託金等輸出返還支出 14,875,940,000 17,224,524,000 86% 下記（１）の返還台数に下記（２）の平均単価を乗じて算出
（＝期間中に自動車所有者から返還請
求される再資源化預託金等の合計額） （１）輸出返還台数

平成29年度予算(A) 平成28年度予算(B) (A)/(B)
輸出返還台数 130万台 150万台 87%
※ 平成29年度想定台数の算出方法については、資料3-3別紙2を参照
○平成29年度予算の輸出返還台数は、平成28年度実績見込みを基に設定

（参考）平成27年4月から平成28年12月までの輸出返還台数実績
4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 合計

平成27年度 38万台 36万台 37万台 38万台 149万台
平成28年度 33万台 35万台 32万台 － 100万台

（２）平均単価
平成29年度予算 平成28年度予算

平均単価 11,440円 11,480円

○平成29年度予算の輸出返還平均単価は、平成28年度輸出返還実績を基に設定

（参考）平成28年4月から平成28年12月までの平均単価実績
平均単価 11,440円

未払再資源化預託金等利息支払支出 1,575,844,000 1,718,691,000 92% 上記輸出返還平均単価に預託年度に応じた下記想定利率を乗じて算出 （平成28年度以前に預託された自動車の預託金輸出返還について利息が付される）
（＝期間中に自動車所有者から返還請求
される再資源化預託金等に付する利息の 平成16年度利率 0.004%
合計額） 平成17年度利率 0.380%

平成18年度利率 0.835%
平成19年度利率 1.132%
平成20年度利率 1.248%
平成21年度利率 1.304%
平成22年度利率 1.344%
平成23年度利率 1.330%
平成24年度利率 1.299%
平成25年度利率 1.236%
平成26年度利率 1.163%
平成27年度利率 1.062%
平成28年度想定利率 0.897%
○平成28年度想定利率

平成28年度に再資源化預託金等を運用して得た運用利益金（想定額：83億円）を平成28年度末における再資源化預託金等の総額及び運用利益金の残高（想定額：9,244億円）
で除して得た率

預託金輸出返還支出計 16,451,784,000 18,943,215,000 87%

③　他会計への繰入金支出 611,565,000 153,000,000 400% 平成29年度に承認・認可済特定再資源化預託金等特別会計へ繰り入れる特定再資源化預託金等の額。
（＝期間中に承認・認可済特定再資源化
預託金等特別会計へ繰入れる特定再資
源化預託金等の合計額）

特定再資源化預託金等の出えん等について、経済産業大臣及び環境大臣の承認を得た後、承認・認可済特定再資源化預託金等特別会計へ繰り入れたうえで、各法人の会計に対して出えん等を行う。

平成29年度予算額 平成28年度予算額 対平成28年度比

Ⅱ　投資活動収支の部

１．投資活動収入

①　特定資産取崩収入 下記（１）～（４）を合計して算出
（１）自動車製造業者等へ再資源化預託金等・利息を払渡すため、資金管理法人が出金する額（取崩す特定資産の額） 340億円

再資源化預託金等特定資産取崩収入 51,336,537,000 55,146,566,000 93% （２）自動車所有者へ再資源化預託金等・利息を返還するため、資金管理法人が出金する額（取崩す特定資産の額） 165億円
（＝期間中に預託金払渡支出等に充てる （３）承認・認可済特定再資源化預託金等特別会計へ特定再資源化預託金等を繰入れるため、資金管理法人が出金する額（取崩す特定資産の額） 6億円
ために実際に出金する額の合計額） （４）債券取得時に経過利息を支払うため、資金管理法人が出金する額（取崩す特定資産の額） 2億円

２．投資活動支出

①　特定資産取得支出 下記（１）（２）を合計して算出
（１）再資源化預託金等の入金額：自動車所有者が預託した再資源化預託金等のうち、資金管理法人に入金される額（取得する特定資産の額） 533億円

再資源化預託金等特定資産組入支出 62,855,305,000 62,570,184,000 100% （２）運用収入の入金額：再資源化預託金等の運用で得られる収入のうち、資金管理法人に入金される額（取得する特定資産の額） 95億円
（＝期間中に預託された再資源化預託金等及
び再資源化預託金等を運用して得た運用収入
のうち実際に資金管理法人に入金される額の ※ 預託等から資金管理法人に入金されるまでには一定の期間を要するため、金額は「預託金預り収入」「特定資産運用収入」とは一致しない
合計額）

平成29年度予算額 平成28年度予算額 対平成28年度比

前期繰越収支差額 11,770,877,000 11,000,091,000 107%

次期繰越収支差額 11,819,301,000 11,872,015,000 100%

収支予算書上の科目

収支予算書上の科目 内容説明

収支予算書上の科目 内容説明

平成29年度予算 平成28年度予算 前年度比

定常の離島対策等支援事業 定常 141,000千円 153,000千円 92%

不法投棄等対策への支援事業の拡大 新規 51,000千円 - -

情報管理センター 新規 137,565千円 - -

指定再資源化機関 新規 20,000千円 - -

指定三法人 新規 262,000千円 - -

データセンターの機能維持のための更新

大規模災害への事前対応（自治体支援等）

理解活動の取組

出えん等額

離島対策等支援事業

出えん等先 定常／新規

指定再資源化機関

使途別内訳
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